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議案第３０号 

「上尾市個人情報保護条例及び上尾市情報公開条例の一部を改正する

条例の制定について」要旨 

 

１ 趣 旨 

個人情報の保護に関する法律の一部改正を踏まえ、個人情報の定義を明

確にするとともに、個人情報の収集の制限に関する規定を整備するための

改正 

 

２ 内 容 

 (1) 上尾市個人情報保護条例の一部改正＜第１条関係＞  

  ア 「個人情報」の定義の明確化  

個人情報には、次に該当する情報（個人識別符号）が対象となるこ

とを定める。  

・ 身体的特徴を電子計算機の用に供するために変換した文字、番号、

記号その他の符号（顔認識データ、指紋認識データ）  

・ 対象者ごとに異なるものとなるように役務の利用若しくは商品の

購入に際し割り当てられ、又は書類に記載され、若しくは記録され

た文字、番号、記号その他の符号（旅券番号、運転免許証番号、各

種被保険者証の番号等）  

現行  改正案  

（定義）  

第２条  

(2 ) 個人情報 個人に関する情報

（事業を営む個人の当該事業に

関 す る 情 報 を 除 く 。 ） で あ っ

て、当該情報に含まれる氏名、

生年月日その他の記述等により

特定の個人を識別することがで

きるもの（他の情報と照合する

ことにより、特定の個人を識別

することができることとなるも

のを含む。）又は特定の個人を

識別することはできないが、公

にすることにより、なお個人の  

（定義）  

第２条  

(2 ) 個人情報 個人に関する情報

であって、次のいずれかに該当

するものをいう。  

ア 当該情報に含まれる氏名、

生年月日その他の記述等（文

書、図画若しくは電磁的記録

（電磁的方式（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができ

ない方式をいう。）で作られ

る記録をいう。第２２条第１

項第２号及び第４０条におい   
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権利利益を害するおそれがある

ものをいう。  

 

て同 じ。 ） に記 載 され 、若

し く は 記 録 さ れ 、 又 は 音

声、 動作 そ の他 の 方法 を用

い て 表 さ れ た 一 切 の 事 項

（個 人識 別 符号 を 除く 。）

をい う。 ） によ り 特定 の個

人を 識別 す るこ と がで きる

もの （他 の 情報 と 照合 する

こと がで き 、そ れ によ り特

定の 個人 を 識別 す るこ とが

でき るこ と とな る もの を含

む。）  

イ 個人識別符号が含まれるもの  

 (3 ) 個人識別符号  個人情報の保

護に関する法律（平成１５年法

律第５７号）第２条第２項に規

定する個人識別符号をいう。  

 （参考）個人情報の保護に関する法律  

（定義）  

第二条  

２ この法律において「個人識別符号」とは、次の各号のいずれかに該当す

る文字、番号、記号その他の符号のうち、政令で定めるものをいう。  

一 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換

した文字、番号、記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別す

ることができるもの  

二 個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に

関し割り当てられ、又は個人に発行されるカードその他の書類に記載さ

れ、若しくは電磁的方式により記録された文字、番号、記号その他の符

号であって、その利用者若しくは購入者又は発行を受ける者ごとに異な

るものとなるように割り当てられ、又は記載され、若しくは記録される

ことにより、特定の利用者若しくは購入者又は発行を受ける者を識別す

ることができるもの  

 

イ 「要配慮個人情報」の定義とその取扱いに係る規定の整備  

次のいずれかに該当する情報を「要配慮個人情報」と定義し、その

収集について制限することを定める。  

・ 人種、信条、社会的身分、病歴、前科・前歴、犯罪被害情報  

・ その他本人に対する不当な差別、偏見が生じないように特に配慮

を要するものとして政令で定めるもの（障害があること、健康診断

その他の検査の結果、保健指導・診療・調剤情報）  
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現行  改正案  

（収集の制限）  

第６条  

２ 実施機関は、思想、信条及び宗

教に関する個人情報並びに社会的

差別の原因となるおそれのある個

人情報については、収集してはな

らない。ただし、次の各号のいず

れかに該当するときは、この限り

でない。  

(1 )  法 令又 は条 例 （以下 「法 令

等」という。）に定めがあると

き。  

(2 )  実 施機 関が 、 上尾市 情報 公

開 ・ 個 人 情 報 保 護 運 営 審 議 会

（以下「審議会」という。）の

意見を聴いて、利用目的を達成

するために特に必要があると認

めるとき。  

（収集の制限）  

第６条  

２  実施機関 は、要配慮個人情報

（個人情報の保護に関する法律第

２条第３項に規定する要配慮個人

情報をいう。）については、次に

掲げる場合を除き、収集してはな

らない。  

(1 ) 本人の同意があるとき。  

(2 )  法 令又 は条 例 （以下 「 法 令

等」という。）に定めがあると

き。  

(3 ) 出版、報道等により公にされ

ているとき。  

(4 ) 個人の生命、健康、生活又は

財産を保護するため、緊急かつ

や む を 得 な い と 認 め ら れ る と

き。  

(5 ) 法令等の定める所掌事務を遂

行するため必要かつ欠くことが

できないと実施機関が認めるこ

と に つ き 相 当 の 理 由 が あ る と

き。  

(6 )  実 施機 関が 、 上尾市 情報 公

開 ・ 個 人 情 報 保 護 運 営 審 議 会

（以下「審議会」という。）の

意見を聴いて、利用目的を達成

するために特に必要があると認

めるとき。  

 （参考）個人情報の保護に関する法律  

（定義）  

第二条  

３ この法律において「要配慮個人情報」とは、本人の人種、信条、社会的

身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に対する

不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮

を要するものとして政令で定める記述等が含まれる個人情報をいう。  
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 (2) 上尾市情報公開条例の一部改正＜第２条関係＞  

電磁的記録を条例に規定するほか、所要の規定の整理を行うこと。 

 

３ 施行期日 

公布の日 
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議案第３４号  

専決処分の承認を求めることについて  

「上尾市税条例の一部を改正する条例」要旨  

 

１ 趣 旨 

地方税法の改正に伴い、地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）

により条例に委任された固定資産に係る固定資産税及び都市計画税の課

税標準の特例割合（税負担を軽減する割合）を定める等の条例改正 

（※ 平成２９年３月３１日に専決処分により改正） 

 

２ 内 容  

 (1) 固定資産税・都市計画税 

  ア 地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）により条例に委任さ

れた課税標準の特例割合を次のとおり定めた。 

(ｱ ) 家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業（利

用定員が５人以下）の用に供する家屋及び償却資産に係る課税標準

の特例割合を２分の１とした。（第６１条の２関係）  

(ｲ ) 特定事業所内保育施設（企業主導型保育事業）の用に供する固

定資産に係る課税標準の特例割合を２分の１とした。 

（附則第１０条の２第１７項関係） 

 

  イ 居住用超高層建築物に係る税額の按分方法に係る区分所有者全員の

協議による補正方法の申出について規定した。（第６３条の２関係） 

 

 (2) 軽自動車税 

平成２８年度末で期限切れを迎える軽自動車税のグリーン化特例に

ついて、適用期限を平成３０年度末まで２年延長し、平成３１年度分ま

での軽自動車税の税率を軽減することとした。（附則第１６条関係） 

※  グリーン化特例とは、燃費性能等の優れた軽自動車（新車に限

る。）を取得した日の属する年度の翌年度分の税率を軽減する特例

措置である。  
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議案第３５号  

専決処分の承認を求めることについて  

「上尾市国民健康保険税条例の一部を改正する条例」要旨  

 

１ 趣 旨 

所得の少ない被保険者に対する国民健康保険税の軽減措置（均等割額及

び世帯別平等割額の５割軽減又は２割軽減）を受けることができる世帯の

範囲を拡大するため、これらの軽減措置の対象となる世帯であるかを判定

する際に用いる所得（軽減判定所得）の額を引き上げるための条例改正 

（※ 平成２９年３月３１日に専決処分により改正） 

 

２ 内 容 

(1 ) ５割軽減の対象となる世帯の所得の算定において、被保険者の数に乗

ずべき金額を２７万円（改正前２６万５，０００円）に引き上げた。

（第１９条第２号関係） 

(2 ) ２割軽減の対象となる世帯の所得の算定において、被保険者の数に乗

ずべき金額を４９万円（改正前４８万円）に引き上げた。 

（第１９条第３号関係） 

※ 次のページの表を参照 
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 均等割額及び世帯別平等割額の軽減判定の際に用いる世帯の所得基準 

（改正前） 

減額割合 前年中の世帯の所得金額の合計 

７割 ３３万円以下 

５割 
３３万円＋（２６万５，０００円×被保険者と特定同一世帯所

属者の合計人数）以下 

２割 
３３万円＋（４８万円×被保険者と特定同一世帯所属者の合計

人数）以下 

 

 

 均等割額及び世帯別平等割額の軽減判定の際に用いる世帯の所得基準 

（改正後） 

減額割合 前年中の世帯の所得金額の合計 

７割 ３３万円以下    ※ 変更なし 

５割 
３３万円＋（２７万円×被保険者と特定同一世帯所属者の合計

人数）以下 

２割 
３３万円＋（４９万円×被保険者と特定同一世帯所属者の合計

人数）以下 

※ 世帯主及び世帯に属する被保険者の前年中の所得金額の合計額がこの表

の算式により計算した額以下である場合は、国民健康保険税の均等割額及

び世帯別平等割額がこの表の区分により軽減される。  

※ 特定同一世帯所属者とは、「後期高齢者医療の被保険者となることによ

り国民健康保険の被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失

した日の前日以後継続して同一の世帯に属するもの」をいう。 

 

 

 

 



 

 

 


